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 ※ 本計画では、「障がい」と「障害」の表記について、次のとおりとします。 

  〇 特定の事項を示さない一般的な言い回しについては「障がい」と表記します。 

  〇 法令等に基づく制度及び施設等の名称、組織名、事業等の固有名称に「障害」

が使用されている場合はそのまま表記します。
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１．計画策定の趣旨 

  本市では、「障害者の雇用の促進等に関する法律」(昭和35年法律第123号。

以下「障害者雇用促進法」という。)等に基づき、これまでも障がい者を対象とし

た採用をはじめ、働きやすい職場環境の整備など障がい者雇用に取り組んできま

した。 

  令和元年6月に障害者雇用促進法が改正され、国及び地方公共団体が率先して

障がい者を雇用する責務が明示されるとともに、障がいのある職員が職業生活に

おいて活躍できる取組を進める障がい者活躍推進計画を策定することとされまし

た。 

  本計画は、改正後の障害者雇用促進法第7条の2第1項及び第7条の3第1項

の規定に基づいて国が定めた「障害者活躍推進計画作成指針」を踏まえ、職員の

意見や他団体の先進事例を参考に策定しました。 

  今後、本計画を基に、障がいのある職員一人ひとりが障がい特性や個性に応じ

て能力を有効に発揮するとともに、全ての職員が働きやすい環境となるよう取組

を進めていきます。 

 

 

２．計画期間 

  本計画は、令和2年4月1日から令和7年3月31日までの5年間を計画期間と

します。 

  ただし、計画期間中であっても必要に応じて見直しを行うこととします。 

 

 

３．計画の周知・公表 

  本計画の内容については職員全体に周知するとともに、本計画及び各年度の取

組状況等は市ホームページにおいて公表します。 
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４．障がい者雇用の現状と課題 

  本市における障がい者雇用の状況は、近年、法定雇用率に達する水準を維持し

ています。なお、本市の対象機関である「燕市(市長部局)」及び「燕市教育委員

会」の採用及び人事異動については、実質的に一体で行っているため、令和元年

度から「認定地方機関」としての特例認定を受け、合算した数値での報告を行っ

ています。 

  【令和元年度の雇用率】 

法定雇用率 
法定雇用障がい者数の算

定基礎となる職員数 
障がい者雇用者数 実雇用率 

2.5％ 771人 20人 2.59％ 

(令和元年8月22日現在*1)  

 

 

５．目標 

(1) 採用に関する目標 

 ① 市長部局･教育委員会 

  毎年6月1日時点の障がい者雇用率が法定雇用率を達成できるよう、障がい者

雇用を継続的に推進します。 

  〔評価方法〕 

   毎年度の障がい者の任免状況通報*2により把握し、進捗管理を行います。 

  【法定雇用率】 

令和2年6月1日時点 2.5％ 

令和3年4月1日以降 2.6％ 

 ② 議会事務局･選挙管理委員会事務局･監査委員事務局･農業委員会事務局 

  障がい者の任免状況を通報する組織に該当しませんが、職員に障がい者雇用に

関する理解を深めます。 

 

 

                                                        

*1 燕市教育委員会が認定地方機関としての特例認定(燕市に合算)を受けた日現在としています。 

*2 障害者雇用促進法の規定に基づき、毎年6月1日現在の障がい者の任免状況を労働局に通報する制

度で、国及び地方公共団体に義務付けられています。 
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(2) 定着に関する目標 

  障がい者の新規雇用における1年後の定着率は、令和元年6月1日現在で100％

となっていることから、引き続き障がいのある職員が安心して働ける環境づくり

等を通じて、不本意な離職を極力生じさせないこととします。 

  〔評価方法〕 

   毎年度の任免状況通報に合わせて、人事記録を基に前年度採用者の定着状況

を把握します。 

(3) 満足度、ワーク・エンゲージメント*3に関する目標 

  障がいのある職員を対象に実施した「職場等の満足度に関するアンケート調

査」の項目のうち、「現在の職場に就職し、働いていることの全体評価」の満足

度*4について、現状値(令和2年3月)の86.7％の水準を維持します。 

  〔評価方法〕 

   「職場等の満足度に関するアンケート調査」を毎年度実施し、把握します。 

(4) キャリア形成に関する目標 

  職員としての資質、能力の向上を図るため、各種研修の受講機会を拡充し、障

がいのある職員の研修受講率を80％以上とします。 

  〔評価方法〕 

   各種研修会の開催に合わせて、受講等の状況を把握します。 

 

 

６．取組内容 

(1) 障がい者の活躍を推進する体制整備 

 〇 障害者雇用推進者として総務課長を選任します。 

 〇 障害者職業生活相談員として国が定める基準の実務経験を有する職員を選任し

ます。 

 〇 組織内のサポート体制(障害者雇用推進者、障害者職業生活相談員、管理職

員、その他所属職員、組織外の支援機関等)を整備します。 

                                                        

*3 ワーク･エンゲージメントとは、仕事に関連するポジティブで充実した状態のことで、「仕事から活

力を得ていきいきとしている」(活力)、「仕事に誇りとやりがいを感じている」(熱意)、「仕事に熱

心に取り組んでいる」(没頭)の3要素が揃った状態と定義されています。 

*4 満足度は、選択肢の「満足」と「やや満足」の割合の合計とします。 
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(2) 職務の選定及び適切な見直し 

 〇 採用選考時に障がい者からの要望を確認しながら、障がいの特性に配慮した職

務の選定を行います。 

 〇 採用後も障がいのある職員との面談やアンケート等を通じて、従事する業務が

適切にマッチングしているか等の点検を行い、必要に応じて職務の見直しを検

討します。 

(3) 環境整備・人事管理 

 〇 障がいのある職員の要望を踏まえ、就労支援機器の購入や作業マニュアルの変

更等による作業の簡素化を検討します。 

 〇 障がい者の採用機会を広げるため、ハローワークが主催する合同面接会等に参

加します。 

 〇 採用選考にあたっては、就労支援員*5の同席を認めるなど、障がい者の要望を

踏まえながら必要な措置を講じます。 

 〇 人事評価面談等の定期的な実施により、状況把握や体調面への必要な配慮を行

います。 

 〇 障がいのある職員の配置にあたっては、職業生活に支障を来たすことが無いよ

う、バリアフリーの施設環境について配慮します。 

 〇 年次有給休暇や療養休暇の時間単位での取得など休暇利用の促進を図ります。 

 〇 職員の希望を踏まえつつ、職場研修や接遇研修などの教育訓練を実施します。 

(4) その他 

 〇 「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律」に

基づく障がい者就労施設等への発注等を通じて、障がい者の活躍の場の拡大を

推進します。 

 〇 障がい者の特性について職場全体で理解を深めるなど、職員の意識啓発を図り

ます。  

                                                        

*5 就労支援員は、就労を目指す障がい者を対象に現場実習や就職活動に関する支援のほか、就職後に

職場に定着できるよう訪問・相談などの支援を行います。 
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【参考】職場等の満足度に関するアンケート調査結果 

 

1 アンケート調査について 

【調査概要】  

（1）目的 障害者活躍推進計画策定の基礎資料とするほか、障がい者

の活躍推進に向けた今後の取組に活かすため。 

（2）実施期間 令和 2年 3月 2日（月）から 3月 13 日（金）まで 

（3）対象者 障がい者の任免状況通報への利用に同意があった職員の

うち、令和 2年度に在職予定の職員（対象者数 17 人） 

（4）回答方法 公開羅針盤のアンケート機能又は回答用紙で回答。（無記

名、任意回答で実施。） 

（5）回答者数 15 人（回答率 88.2％） 

（6）集計 回答割合は、小数点以下第 2位を四捨五入しているため、

合計が 100％にならない場合がある。また、複数回答の設

問においては、全ての回答割合を合計すると 100％を超え

ることがある。 

 

 

2 集計結果（概要） 

 

質問 1 あなたの障がい種別について、当てはまる項目全てを選択してくださ

い。【複数回答あり】 

 

（選択肢）   

1 身体 2 精神 3 知的 

 

 

 

 

 

 

6.7%

26.7%

66.7%

知的

精神

身体

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%
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質問 2 現在の職場に就職し、働いていることの全体評価について、当てはま

る項目 1つを選択してください。 

 

（選択肢）   

1 満足 2 やや満足 3 どちらでもない 

4 やや不満 5 不満  

 

 

 

 

質問 3 現在の仕事内容について、当てはまる項目 1つを選択してください。 

 

（選択肢）   

1 満足 2 やや満足 3 どちらでもない 

4 やや不満 5 不満  

 

 

満足, 46.7%

やや満足, 
40.0%

どちらでもない, 
6.7%

不満, 
6.7%

満足 やや満足 どちらでもない やや不満 不満 未回答

満足, 40.0%

やや満足, 
46.7%

どちらでもない, 
13.3%

満足 やや満足 どちらでもない やや不満 不満 未回答
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質問 4 現在の業務量について、当てはまる項目 1 つを選択してください。 

 

（選択肢）   

1 満足 2 やや満足 3 どちらでもない 

4 やや不満 5 不満  

 

 

 

 

質問 5 物理的な作業環境（休憩スペース、動線の確保など）について、当て

はまる項目 1つを選択してください。 

 

（選択肢）   

1 満足 2 やや満足 3 どちらでもない 

4 やや不満 5 不満  

 

 

満足, 40.0%

やや満足, 
13.3%

どちらでもない, 
40.0%

不満, 
6.7%

満足 やや満足 どちらでもない やや不満 不満 未回答

満足, 33.3%

やや満足, 
26.7%

どちらでもない, 
20.0%

やや不満, 
13.3%

不満, 
6.7%

満足 やや満足 どちらでもない やや不満 不満 未回答
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質問 6 相談体制等の職場環境（遠慮なく相談できる環境、相談方法の周知な

ど）について、当てはまる項目 1 つを選択してください。 

 

（選択肢）   

1 満足 2 やや満足 3 どちらでもない 

4 やや不満 5 不満  

 

 

 

 

質問 7 質問 6で「やや不満」、「不満」と回答した場合のみ、その理由とし

て当てはまる項目全てを選択してください。【複数回答あり】 

 

（選択肢）  

1 遠慮なく相談できる環境 2 相談方法の周知 

3 定期的な面談の実施 4 その他 

 

 

 

 

満足, 26.7%

やや満足, 
20.0%

どちらでもない, 
20.0%

やや不満, 
13.3%

不満,20.0%

満足 やや満足 どちらでもない やや不満 不満 未回答

40.0%

40.0%

40.0%

100.0%

その他

定期的な面談の実施

相談方法の周知

遠慮なく相談できる環境

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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質問 8 勤務するうえでの障がいへの配慮（障がい特性に合った業務分担・業

務指示など）について、当てはまる項目 1つを選択してください。 

 

（選択肢）   

1 満足 2 やや満足 3 どちらでもない 

4 やや不満 5 不満  

 

 

 

 

質問 9 質問 8で「やや不満」、「不満」と回答した場合のみ、その理由とし

て当てはまる項目全てを選択してください。【複数回答あり】 

 

（選択肢）  

1 障がい特性に合った業務分担・業務指示 2 勤務時間 

3 支援者の配置 4 通院への配慮 

5 その他  

 

 

満足, 46.7%

やや満足, 
20.0%

どちらでもない, 
13.3%

やや不満, 
13.3%

不満,
6.7%

満足 やや満足 どちらでもない やや不満 不満 未回答

33.3%

0.0%

0.0%

0.0%

66.7%

その他

通院への配慮

支援者の配置

勤務時間

障がい特性に合った業務分担・業務指示

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%
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質問 10 今後、業務に関する研修の受講機会がある場合、研修の受講希望の有

無について、当てはまる項目 1つを選択してください。 

 

（選択肢）  

1 希望する 2 希望しない 

 

 

 

 

質問 11 質問 10 で「希望する」と回答した場合のみ、希望する研修の内容と

して当てはまる項目全てを選択してください。【複数回答あり】 

 

（選択肢）   

1 接遇 2 財務会計 3 文書管理 

4 公務員倫理 5 交通安全 6 その他 

 
 

希望する, 73.3%

希望しない, 
20.0%

未回答, 
6.7%

希望する 希望しない 未回答

9.1%

9.1%

9.1%

63.6%

54.5%

45.5%

その他

交通安全

公務員倫理

文書管理

財務会計

接遇

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%


